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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ１）オレフィン系樹脂、（Ｂ）小動物防除剤、（Ｃ）小動物防除剤の徐放助剤、（
Ａ２）ポリアミド系樹脂、及び（Ａ３）無水マレイン酸変性ポリエチレン、無水マレイン
酸変性ポリプロピレン、無水マレイン酸変性スチレン・エチレン・ブチレンブロックコポ
リマー及びエチレン・グリシジルメタクリレート共重合体より選ばれる少なくとも１種の
樹脂材料を含有し、
　前記樹脂材料（Ａ３）は、前記オレフィン系樹脂（Ａ１）に対する前記ポリアミド系樹
脂（Ａ２）の相溶性を高める分散助樹脂であり、前記オレフィン系樹脂（Ａ１）中に前記
小動物防除剤（Ｂ）を均一に分散させて、前記小動物防除剤（Ｂ）の溶出をコントロール
することを特徴とする小動物防除性樹脂組成物。
【請求項２】
　（Ａ１）オレフィン系樹脂、（Ｂ）小動物防除剤、（Ｃ）小動物防除剤の徐放助剤、（
Ａ２）ポリアミド系樹脂、（Ａ３）無水マレイン酸変性ポリエチレン、無水マレイン酸変
性ポリプロピレン、無水マレイン酸変性スチレン・エチレン・ブチレンブロックコポリマ
ー及びエチレン・グリシジルメタクリレート共重合体より選ばれる少なくとも１種の樹脂
材料、及び（Ａ４）エチレン・カルボン酸ビニルエステル共重合体及びエチレン・不飽和
カルボン酸エステル共重合体の群より選ばれる少なくとも１種の樹脂材料を含有し、
　前記樹脂材料（Ａ３）は、前記オレフィン系樹脂（Ａ１）に対する前記ポリアミド系樹
脂（Ａ２）の相溶性を高める分散助樹脂であり、前記オレフィン系樹脂（Ａ１）中に前記
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小動物防除剤（Ｂ）を均一に分散させて、前記小動物防除剤（Ｂ）の溶出をコントロール
することを特徴とする小動物防除性樹脂組成物。
【請求項３】
　前記小動物防除性樹脂組成物の総量に対する（Ｂ）小動物防除剤の含有率を、１重量％
以上１０重量％以下としたことを特徴とする請求項１及び請求項２のいずれか１項に記載
の小動物防除性樹脂組成物。
【請求項４】
　前記小動物防除剤の徐放助剤（Ｃ）として、ジメチルフタレート、ジエチルフタレート
、ジ－ｎ－オクチルフタレート、ジフェニルフタレート、ベンジルフタレート、ジメトキ
シエチルフタレート、フタル酸混合エステル、トリメット酸エステル誘導体、トリエチル
ホスフェート、トリブチルホスフェート、トリ－（２－エチルヘキシル）ホスフェート、
２－エチルヘキシル・ジフェニル・ホスフェート、トリフェニルホスフェート、クレジル
ジフェニルホスフェート、トリクレジル・ホスフェート、トリキシレニル・ホスフェート
、Ｎ－メチル－ベンゼンスルホンアミド、Ｎ－エチル－ベンゼンスルホンアミド、Ｎ－ブ
チル－ベンゼンスルホンアミド、Ｎ－シクロヘキシル－ベンゼンスルホンアミド、Ｎ－エ
チル－Ｐ－トルエンスルホンアミド、Ｎ－ブチル－トルエンスルホンアミド、Ｎ－シクロ
ヘキシル－トルエンスルホンアミドのいずれかを用いたことを特徴とする請求項１乃至請
求項３のいずれか１項に記載の小動物防除性樹脂組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、小動物防除剤を樹脂中に混練して成る小動物防除性樹脂組成物に係り、特に
、小動物防除性能及びその永続性の改善と低コスト化を図る手段に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、小動物防除性樹脂組成物としては、ベース樹脂中に、小動物防除剤と、この小動
物防除材を溶解保持して徐放性を付与する徐放助剤とを混練したもの（例えば、特許文献
１参照。）や、ベース樹脂中に、小動物防除剤と、ベース樹脂に対する小動物防除材の親
和性を高める親和性樹脂とを混練したもの（例えば、特許文献２参照。）などが提案され
ている。
【０００３】
　特許文献１に記載の小動物防除性樹脂組成物は、ベース樹脂中に小動物防除剤の徐放助
剤を混練したので、小動物防除性能を長期にわたって発現することができる。また、特許
文献１に記載の小動物防除性樹脂組成物は、ベース樹脂として、ポリアミド樹脂及びポリ
アセタール樹脂より選ばれる少なくとも１種の樹脂を用いているので、各種構造部材とし
て使用可能な強度、耐熱性及び耐薬品性を有している。一方、特許文献２に記載の小動物
防除性樹脂組成物は、ベース樹脂中に小動物防除剤の親和性樹脂を混練したので、ベース
樹脂に対する小動物防除剤の分散性及び相溶性を高めることができ、長期にわたって高い
小動物防除剤保持率を維持することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０００－２１２００５号公報
【特許文献２】特開２００８－２０６４９２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、この種の小動物防除性樹脂組成物には、（ａ）有害な小動物の忌避率及び忌
避速効性が高いこと、（ｂ）各種構造部材を成形したとき、成形後速やかに所定量の小動
物防除剤が構造部材の表面に染み出すこと、（ｃ）構造部材の表面から小動物防除剤が徐
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放され、長期にわたって小動物防除性能を発揮できること、（ｄ）安価に実施できること
、等の諸性能をバランス良く有していることが求められる。これらの諸性能を満足するた
めには、ベース樹脂中に小動物防除剤を均一かつ徐放性をコントロール可能な形で混練す
ることが特に必要であり、そのためには、ベース樹脂とこれに混練される徐放助剤との相
溶性を高める必要がある。
【０００６】
　何となれば、ベース樹脂に対する徐放助剤の相溶性が低いと、ベース樹脂の表面に徐放
助剤が析出しやすく、短期間のうちに小動物防除剤が析出し尽くすため、上記（ａ）及び
（ｂ）の性能は満足できるとしても、上記（ｃ）の性能については、満足することができ
ないからである。また、長期間にわたって小動物防除性能を発揮させるためには、ベース
樹脂中に大量の小動物防除剤を添加せざるを得ないので、コスト高となり、上記（ｄ）の
性能も満足することができない。
【０００７】
　しかしながら、特許文献１に記載の小動物防除性樹脂組成物には、小動物防除剤の徐放
助剤が添加されているが、ベース樹脂と徐放助剤との相溶性を高めるための工夫が何ら施
されていないので、ベース樹脂の種類によっては、上記（ａ）～（ｄ）の性能を満足でき
ない場合を生じ得る。
【０００８】
　一方、特許文献２に記載の小動物防除性樹脂組成物には、小動物防除剤の徐放助剤が添
加されていないので、長期間（特許文献２の記載によれば、３か月）にわたって製品であ
る防蟻シート内に防蟻剤を保持できるとしても、防蟻シートからの防蟻剤の溶出が適切に
行われ、防蟻効果を長期間発揮し得るかについては、疑問の余地がある。
【０００９】
　本発明は、かかる従来技術の実情に鑑みてなされたものであり、その目的は、安価にし
て小動物の忌避性能に優れた小動物防除性樹脂組成物を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明は、このような技術的課題を解決するため、第１に、（Ａ１）オレフィン系樹脂
、（Ｂ）小動物防除剤、（Ｃ）小動物防除剤の徐放助剤、（Ａ２）ポリアミド系樹脂、及
び（Ａ３）無水マレイン酸変性ポリエチレン、無水マレイン酸変性ポリプロピレン、無水
マレイン酸変性スチレン・エチレン・ブチレンブロックコポリマー及びエチレン・グリシ
ジルメタクリレート共重合体より選ばれる少なくとも１種の樹脂材料を含有し、前記樹脂
材料（Ａ３）は、前記オレフィン系樹脂（Ａ１）に対する前記ポリアミド系樹脂（Ａ２）
の相溶性を高める分散助樹脂であり、前記オレフィン系樹脂（Ａ１）中に前記小動物防除
剤（Ｂ）を均一に分散させて、前記小動物防除剤（Ｂ）の溶出をコントロールするという
構成にした。
【００１２】
　本発明は、第２に、（Ａ１）オレフィン系樹脂、（Ｂ）小動物防除剤、（Ｃ）小動物防
除剤の徐放助剤、（Ａ２）ポリアミド系樹脂、（Ａ３）無水マレイン酸変性ポリエチレン
、無水マレイン酸変性ポリプロピレン、無水マレイン酸変性スチレン・エチレン・ブチレ
ンブロックコポリマー及びエチレン・グリシジルメタクリレート共重合体より選ばれる少
なくとも１種の樹脂材料、及び（Ａ４）エチレン・カルボン酸ビニルエステル共重合体及
びエチレン・不飽和カルボン酸エステル共重合体の群より選ばれる少なくとも１種の樹脂
材料を含有し、前記樹脂材料（Ａ３）は、前記オレフィン系樹脂（Ａ１）に対する前記ポ
リアミド系樹脂（Ａ２）の相溶性を高める分散助樹脂であり、前記オレフィン系樹脂（Ａ
１）中に前記小動物防除剤（Ｂ）を均一に分散させて、前記小動物防除剤（Ｂ）の溶出を
コントロールするという構成にした。
【００１３】
　オレフィン系樹脂（Ａ１）は、小動物防除性樹脂組成物を構造体として形作るマトリク
ス樹脂である。徐放助剤（Ｃ）は、オレフィン系樹脂（Ａ１）に小動物防除剤（Ｂ）の徐
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放性を付与するものである。ポリアミド系樹脂（Ａ２）は、小動物防除剤（Ｂ）を担持す
る担持樹脂であり、オレフィン系樹脂（Ａ１）中の小動物防除剤（Ｂ）の保持量を調整す
る機能を有する。樹脂材料（Ａ３）は、オレフィン系樹脂（Ａ１）に対するポリアミド系
樹脂（Ａ２）の相溶性を高める分散助樹脂であり、オレフィン系樹脂（Ａ１）中にポリア
ミド系樹脂（Ａ２）を均一に分散させる機能を有する。さらに樹脂材料（Ａ４）は、オレ
フィン系樹脂（Ａ１）に対する小動物防除剤（Ｂ）の親和性を高める親和性樹脂であり、
オレフィン系樹脂（Ａ１）からの小動物防除剤（Ｂ）の徐放量を調整する機能を有する。
【００１４】
　オレフィン系樹脂（Ａ１）と徐放助剤（Ｃ）とは、相溶性が低いため、単にオレフィン
系樹脂（Ａ１）に徐放助剤（Ｃ）を加えただけでは、小動物防除剤（Ｂ）の徐放性を十分
に発揮することができず、小動物の忌避効果が高く、かつ製品寿命が長い小動物防除性樹
脂成形体を得ることが困難である。なお、オレフィン系樹脂（Ａ１）との相溶性が高い徐
放助剤については、今のところ見出すことができない。オレフィン系樹脂（Ａ１）と小動
物防除剤（Ｂ）と徐放助剤（Ｃ）の混合体にポリアミド系樹脂（Ａ２）を添加すると、小
動物防除剤（Ｂ）がポリアミド系樹脂（Ａ２）に担持されるので、オレフィン系樹脂（Ａ
１）中に所定量の小動物防除剤（Ｂ）を確実に保持させることができ、更に、この混合物
に樹脂材料（Ａ３）を添加すると、オレフィン系樹脂（Ａ１）に対するポリアミド系樹脂
（Ａ２）の相溶性が高められるので、オレフィン系樹脂（Ａ１）中に小動物防除剤（Ｂ）
を均一に分散させることができる。よって、小動物防除性樹脂組成物からの小動物防除剤
（Ｂ）の溶出を適宜コントロールすることができ、所要の忌避効果を発揮できると共に、
長期間その効果を継続させることができる。また、小動物防除剤（Ｂ）の添加量をむやみ
に増やす必要がないので、小動物防除性樹脂組成物の低コスト化を図ることができる。加
えて、オレフィン樹脂は、射出成形や押し出し成形などの各種の成形方法をもって各種の
成形品を成形可能であるので汎用性に優れると共に、安価であることから、小動物防除性
樹脂組成物の材料コストを削減することができる。
【００１５】
　また、オレフィン系樹脂（Ａ１）と小動物防除剤（Ｂ）と徐放助剤（Ｃ）の混合体に樹
脂材料（Ａ４）を添加すると、オレフィン系樹脂（Ａ１）に対する小動物防除剤（Ｂ）の
親和性が高められるので、小動物防除性樹脂組成物からの小動物防除剤（Ｂ）の析出を適
宜コントロールすることができ、所要の忌避効果を発揮できると共に、長期間その効果を
継続させることができる。
【００１６】
　したがって、オレフィン系樹脂（Ａ１）と小動物防除剤（Ｂ）と徐放助剤（Ｃ）の混合
体に、ポリアミド系樹脂（Ａ２）及び樹脂材料（Ａ３）を添加するか、樹脂材料（Ａ４）
を添加するか、或いはポリアミド系樹脂（Ａ２）、樹脂材料（Ａ３）及び樹脂材料（Ａ４
）の全てを添加することにより、高性能かつ低コストな小動物防除性樹脂組成物とするこ
とができる。
【００１７】
　また本発明は、前記構成の小動物防除性樹脂組成物において、前記小動物防除性樹脂組
成物の総量に対する（Ｂ）小動物防除剤の含有率を、１重量％以上１０重量％以下とした
ことを特徴とする。
【００１８】
　小動物防除性樹脂組成物の製造コストに占める小動物防除剤の割合は高いので、小動物
防除剤の含有量を減らすことによって、小動物防除性樹脂組成物の低コスト化を図ること
ができる。その反面、小動物防除剤の含有量が低すぎると、小動物の忌避効果が低く、そ
の効果の継続性も低くなる。特許文献１には、小動物防除性樹脂組成物中の小動物防除剤
の含有率を５重量％～２０重量％にする技術が記載されているが、この場合には、小動物
防除性樹脂組成物の製造コストが高価になり過ぎる。また、特許文献２には、小動物防除
性樹脂組成物中の小動物防除剤の含有率を０．００１重量％～０．１重量％にする技術が
記載されているが、この場合には、適正な小動物の忌避効果及びその効果の継続性を発揮
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することが困難になる。小動物防除性樹脂組成物中の小動物防除剤の含有率を１重量％～
１０重量％にすると、小動物の忌避効果と製造コストのバランスをとることができる。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明は、オレフィン系樹脂（Ａ１）と小動物防除剤（Ｂ）と徐放助剤（Ｃ）の混合体
に、ポリアミド系樹脂（Ａ２）及び樹脂材料（Ａ３）を添加するか、樹脂材料（Ａ４）を
添加するか、ポリアミド系樹脂（Ａ２）、樹脂材料（Ａ３）及び樹脂材料（Ａ４）を添加
するので、オレフィン系樹脂（Ａ１）に対する小動物防除剤（Ｂ）の相溶性及び徐放性を
高めることができ、高性能かつ低コストの小動物防除性樹脂組成物とすることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】実施例に係る小動物防除性樹脂組成物の組成を示す表図である。
【図２】比較例に係る小動物防除性樹脂組成物の組成を示す表図である。
【図３】実施例及び比較例に係る小動物防除性樹脂組成物の使用材料を示す表図である。
【図４】実施例に係る小動物防除性樹脂組成物の物性を示す表図である。
【図５】比較例に係る小動物防除性樹脂組成物の物性を示す表図である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　以下、実施形態に係る小動物防除性樹脂組成物の構成について説明する。
【００２２】
　本例の小動物防除性樹脂組成物は、（Ａ１）オレフィン系樹脂と、（Ｂ）小動物防除剤
と、（Ｃ）小動物防除剤の徐放助剤とを基本的組成物として含有しており、これに加えて
、（Ａ２）ポリアミド系樹脂及び（Ａ３）無水マレイン酸変性ポリエステル、無水マレイ
ン酸変性ポリプロピレン、無水マレイン酸変性スチレン・エチレン・ブチレンブロックコ
ポリマー及びエチレン・グリシジルメタクリレート共重合体より選ばれる少なくとも１種
の樹脂材料を含有するか、（Ａ４）エチレン・カルボン酸ビニルエステル共重合体及びエ
チレン・不飽和カルボン酸エステル共重合体の群より選ばれる少なくとも１種の樹脂材料
を含有するか、前記ポリアミド系樹脂（Ａ２）、前記樹脂材料（Ａ３）より選ばれる少な
くとも１種及び前記樹脂材料（Ａ４）より選ばれる少なくとも１種を含有している。
【００２３】
　オレフィン系樹脂（Ａ１）は、小動物防除性樹脂組成物を構造体として形作るためのマ
トリクス樹脂であり、これには、ポリエチレン樹脂及びポリプロピレン樹脂がある。ポリ
エチレン樹脂としては、低密度ポリエチレン樹脂（ＰＥ－ＬＤ）、高密度ポリエチレン樹
脂（ＰＥ－ＨＤ）、超密度ポリエチレン樹脂（ＰＥ－ＶＬＤ）、直鎖低密度ポリエチレン
（ＰＥ－ＬＬＤ）を用いることができる。また、ポリプロピレン樹脂としては、ホモポリ
マー、エチレン・プロピレン共重合体及びブロック共重合体を用いることができる。
【００２４】
　小動物防除剤（Ｂ）としては、樹脂組成物の使用目的に合わせて適宜のものを用いるこ
とができる。例えば、各種の農業害虫、衛生害虫その他の昆虫類、蜘蛛類、ダニ類、鼠等
の小動物の防除活性を有する薬剤であり、小動物忌避活性を有する化合物、殺虫活性、殺
ダニ活性、殺蜘蛛活性若くは殺鼠活性等の殺小動物活性を有する化合物、小動物の摂食阻
害活性を有する化合物、小動物の成長コントロール活性を有する化合物等を例示できる。
【００２５】
　かかる小動物防除性を有する薬剤の具体例としては、イミダクロプリドの様なクロロニ
コチニル系殺虫剤、シラフルオフェンの様なケイ素原子を有するネオフィルラジカルから
なる化合物、ベンフラカルブ、アラニカルブ、メトキシジアゾン、カルボスファン、フェ
ノブカルブ、カルバリル、メソミル、プロポクサー、フェノキシカルブ等のカーバメート
系化合物、ピレトリン、アレスリン、ｄｌ，ｄ－Ｔ８０－アレスリン、ｄ－Ｔ８０－レス
メトリン、バイオアレスリン、ｄ－Ｔ８０－フタルスリン、フタルスリン、レスメトリン
、フラメトリン、プロパスリン、ペルメトリン、アクリナトリン、エトフェンプロックス
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、トラロメトリン、フェノトリン、ｄ－フェノトリン、フェンバレレート、エンペントリ
ン、プラレトリン、テフルスリン、ベンフルスリン等のピレスロイド系化合物、ジクロロ
ボス、フェニトロチオン、ダイアジノン、マラソン、プロモフォス、フェンチオン、トリ
クロルホン、ナレド、テメホス、フェンクロホス、クロルピリホスメチル、シアホス、カ
ルクロホス、アザメチホス、ピリダフェンチオン、プロペタンホス、クロルピリホス等の
有機リン系化合物、アセタミプリド、イミダクロプリド、チアクロプリド、ニテンピラム
、クロチアニジン、チアメトキサム、ジノテフラン等のネオニコチノイド系化合物及びこ
れらの異性体、誘導体、類縁体等を例示できる。また、メトプレン、ピリプロキシフェン
、キノプレン、ハイドロプレン、デオヘノラン、ＮＣ－１７０、フルフェノロクスロン、
ジフルベンズロン、ルフェヌロン、クロルアズロン等の小動物の成長をコントロールする
活性を有する化合物が挙げられる。また、殺ダニ剤としてケルセン、クロルフェナビル、
デブフェンピラドピリダベン、ミルベメクチン、フェンピロキシメート、殺鼠剤としては
シリロシド、ノルボマイド、隣化亜鉛、硫酸タリウム、アンツー、ワルファリン、エンド
サイド、クマリン、クマテトラリン、プロマジオロン、ディフェチアロン等が挙げられる
。さらに、タイワンヒノキ、アスナロ、ヒノキアスナロ（青森ヒバ）等に含まれるヒノキ
チオールや、ハーブや、ヒノキに含まれるカジノール誘導体（α－カジノール、Ｔ－カジ
ノール)や、クローブ、ナツメグ、コリアンダー、クミン等の香油植物に多く含まれるゲ
ラニオール、ピネン、カリオフィレン、ボルネオール、オイゲノール等、さらに、オギス
ギなど小動物防除性を有する公知の香油等の天然由来の薬剤も、本発明における小動物防
除性を有する薬剤として使用することができる。
【００２６】
　徐放助剤（Ｃ）は、オレフィン系樹脂（Ａ１）に小動物防除剤（Ｂ）の徐放性を付与す
るものであり、スルホンアミド誘導体、スルホン酸エステル誘導体、カルボン酸アミド誘
導体、カルボン酸エステル誘導体より選ばれる少なくとも１種の化合物が好ましく、これ
らは小動物防除剤（Ｂ）を溶解保持し、徐放性を付与する作用を有するものと考えられる
。これらの各徐放助剤（Ｃ）のうち、カルボン酸エステル誘導体としては、水酸基、ニト
ロ基、アミノ基、エポキシ基、ハロゲン等で置換されてもよい各種カルボン酸のアルキル
エステル、芳香族エステル等を例示できる。
【００２７】
　カルボン酸エステル誘導体の具体例としては、例えばジメチルフタレート、ジエチルフ
タレート、ジ－ｎ－オクチルフタレート、ジフェニルフタレート、ベンジルフタレート、
ジメトキシエチルフタレート、４，５－エポキシヘキサヒドロフタル酸ジ（２－エチルヘ
キシル）、４，５－エポキシシクロヘキサヒドロフタル酸ジ（７，８－エポキシ－２－オ
クテニル)、４，５－エポキシシクロヘキサヒドロフタル酸ジ（９，１０－エポキシオク
タデシル）、４，５－エポキシシクロヘキサヒドロフタル酸ジ（１０，１１－エポキシウ
ンデシル）、フタル酸ジ（テトラヒドロフルフリロキシエチル）、各種フタル酸混合エス
テル及びフタル酸混合エステルのエチレンオキシド付加物等のフタル酸エステル誘導体、
イソフタル酸エステル誘導体、テトラヒドロフタル酸エステル誘導体、パラヒドロキシ安
息香酸ブトキシエチル、パラヒドロキシ安息香酸シクロヘキシロキシエトキシエトキシエ
チル、パラヒドロキシ安息香酸２－エチルヘキシル、ω－アルキルオリゴエチレンオキシ
ドのヒドロキシ安息香酸エステル、ウンデシルグリシジルエーテルのパラヒドロキシ安息
香酸付加物等の安息香酸エステル誘導体、チオジプロピオン酸ジ（テトラヒドロフルフリ
ロキシエチル）等のプロピオン酸エステル誘導体、アジピン酸エステル誘導体、アゼライ
ン酸エステル誘導体、セバシン酸エステル誘導体、ドデカン－２－酸エステル誘導体、マ
レイン酸エステル誘導体、フマル酸エステル誘導体、トリメット酸エステル誘導体、クエ
ン酸トリ（ブトキシエトキシエチル）、クエン酸ジｎ－オクチル-モノ（ノニルフェノキ
シエチル）、クエン酸トリｎ－オクチル、クエン酸ジオクチル（テトラヒドロフルフリロ
キシエチル）、クエン酸トリミリスチル、トリエチルシトレート等のクエン酸エステル誘
導体、イタコン酸エステル誘導体、オレイン酸テトラヒドロフルフリル等のオレイン酸エ
ステル誘導体、リシノール酸エステル誘導体、乳酸（ｎ－ブチル）、乳酸（２－エチルヘ
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キシル）、乳酸（ｎ－ブトキシエトキシエチル）、乳酸（ｎ－オクトキシエトキシエチル
）、乳酸（ｎ－デシルオキシエトキシエチル）等の乳酸エステル誘導体、酒石酸ジ（オク
トキシエトキシエチル）、酒石酸（ｎ－オクチル）（ノニルフェノキシエチル）、酒石酸
ジ（オクトキシエトキシエチル）等の酒石酸エステル誘導体、リンゴ酸ジブトキシエチル
、リンゴ酸ジ（ｎ－ブトキシエトキシエチル）、リンゴ酸ジステアリル、リンゴ酸オクタ
デセニルイソノニル等のリンゴ酸エステル誘導体、ベンジルグリシジルエーテルのサリチ
ル酸付加物等のサリチル酸エステル誘導体等を例示できる。また、リン酸エステル誘導体
としては、トリメチルホスフェート、トリエチルホスフェート、トリブチルホスフェート
、トリ－（２－エチルヘキシル）ホスフェート、２－エチルヘキシル・ジフェニル・ホス
フェート、トリブトキシエチルホスフェート、トリフェニルホスフェート、クレジルジフ
ェニルホスフェート、イソデシル・ジフェニル・ホスフェート、トリクレジル・ホスフェ
ート、トリキシレニル・ホスフェート、トリ（クロロエチル）ホスフェート、キシレニル
・ジフェニルホスフェート、テトラキス（２，４－ジ第三ブチルフェニル)４，４´－ビ
フェニレンジホスフォネート等を例示できる。
【００２８】
　ホスファゼン誘導体の具体例としては、下記一般式（１）〔式中、ｍは３～２５の整数
を示す。Ｒ１，Ｒ２は同一又は異なって炭素数１～８のアルキル基、炭素数１～８のアル
キル基及び／又はアリル基で置換されていてもよいフェニル基を示す。〕で表わされる環
状ホスファゼン化合物を挙げることができる。
【化１】

【００２９】
　また、下記一般式（２）〔式中、ｎは３～１０００の整数を示す。Ｒ３，Ｒ４は同一又
は異なって炭素数１～８のアルキル基、炭素数１～８のアルキル基及び／又はアリル基で
置換されていてもよいフェニル基を示す。Ｘは基－Ｎ＝Ｐ（ＯＲ３）３、基－Ｎ＝Ｐ（Ｏ
Ｒ４）３、基－Ｎ＝Ｐ（Ｏ）（ＯＲ３）又は基－Ｎ＝Ｐ（Ｏ）（ＯＲ４）を示す。Ｙは基
－Ｐ（ＯＲ３）４、基－Ｐ（ＯＲ４）４、基－Ｐ（Ｏ）（ＯＲ３）２又は基－Ｐ（Ｏ）（
ＯＲ４）２を示す。〕で表わされる直鎖状ホスファゼン化合物、及び、これらのホスファ
ゼン化合物より選ばれた少なくとも１種のホスファゼン化合物が、ｏ－、ｍ－又はｐ－フ
ェニレン基、ビフェニレン基であるものを挙げることができる。
【化２】

【００３０】
　さらに、下記一般式（３）〔式中、ｒは０又は１を、Ａは基 －ＳＯ２－、－Ｓ－、－
Ｏ－又は－Ｃ（ＣＨ３）２－を示す。〕で表わされる基よりなる群より選ばれた少なくと
も１種の架橋基により、置換基Ｒ１，Ｒ２，Ｒ３，Ｒ４からアルキル基等が脱離した２個
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の酸素原子間が架橋されたホスファゼン化合物を挙げることができる。
【化３】

【００３１】
　一般式（１）で表わされる環状ホスファゼン化合物の具体例としては、ヘキサフェノキ
シシクロトリホスファゼン、オクタフェノキシシクロテトラホスファゼン、デカフェノキ
シシクロペンタホスファゼン、ヘキサプロポキシシクロトリホスファゼン、オクタプロポ
キシキシシクロテトラホスファゼン、デカプロポキシシクロペンタホスファゼン等の環状
ホスファゼン化合物が挙げられる。
【００３２】
　また、一般式（２）で表わされる直鎖状ホスファゼン化合物の具体例としては、鎖状ジ
クロルホスファゼンにプロポキシ基及び／又はフェノキシ基を置換した鎖状ホスファゼン
化合物が挙げられる。
【００３３】
　一般式（３）で表される架橋構造の具体例としては、例えば４，４´－スルホニルジフ
ェニレン（ビスフェノール－Ｓ残基）、４，４´－オキシジフェニレン基、４，４´－チ
オジフェニレン基、４，４´－ジフェニレン基等を挙げることができる。
【００３４】
　これらのホスファゼン誘導体は、任意の位置にアミノ基及び／又はフェニルアミノ基が
置換したものであってもよい。これらのホスファゼン誘導体は、前記１種類を単独で用い
てもよく、２種以上の混合物を用いてもよい。また環状ホスファゼンと直鎖状ホスファゼ
ンの混合物であってもよい。
【００３５】
　また、カルボン酸アミド誘導体としては、Ｎ－シクロヘキシル安息香酸アミド等を例示
できる。
【００３６】
　また、スルホンアミド誘導体としては、Ｎ－メチル－ベンゼンスルホンアミド、Ｎ－エ
チル－ベンゼンスルホンアミド、Ｎ－ブチル－ベンゼンスルホンアミド、Ｎ－シクロヘキ
シル－ベンゼンスルホンアミド、Ｎ－エチル－Ｐ－トルエンスルホンアミド、Ｎ－ブチル
－トルエンスルホンアミド、Ｎ－シクロヘキシル－トルエンスルホンアミド等を例示でき
る。
【００３７】
　また、スルホン酸エステル誘導体としては、ベンゼンスルホン酸エチル等を例示できる
。Ｃ成分は、スルホンアミド誘導体、スルホン酸エステル誘導体、カルボン酸アミド誘導
体、カルボン酸エステル誘導体から選ばれた1種を単独で、又はこれらから選ばれた２種
以上の混合物を用いることができる。
【００３８】
　ポリアミド系樹脂（Ａ２）は、小動物防除剤（Ｂ）を担持する担持樹脂であり、オレフ
ィン系樹脂（Ａ１）中の小動物防除剤（Ｂ）の保持量を調整する機能を有する。このポリ
アミド系樹脂（Ａ２）としては、ε－カプロアミド（ＰＡ６）、ヘキサメチレンアジパミ
ド（ＰＡ６６）、ヘキサメチレンセバカミド（ＰＡ６１０）、ウンデカンラクタム（ＰＡ
１１）、ω－ラウロアミド（ＰＡ１２）、｛ε－カプロアミド／ヘキサメチレンアジパミ
ド／ヘキサメチレンセバカミド／ω－ラウロアミド｝共重合体を挙げることができる。
【００３９】
　樹脂材料（Ａ３）は、オレフィン系樹脂（Ａ１）に対するポリアミド系樹脂（Ａ２）の
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相溶性を高める分散助樹脂であり、オレフィン系樹脂（Ａ１）中にポリアミド系樹脂（Ａ
２）を均一に分散させる機能を有する。この樹脂材料（Ａ３）としては、無水マレイン酸
変性ポリエチレン（ＰＥ－ＭＡＨ）、無水マレイン酸変性ポリプロピレン（ＰＰ－ＭＡＨ
）、無水マレイン酸変性スチレン・エチレン・ブチレンブロックコポリマー（ＳＥＢＳ－
ＭＡＨ）、エチレン・グリシジルメタクリレート共重合体（Ｅ－ＧＭＡ，Ｅ－ＧＭＡ－Ｖ
Ａ，Ｅ－ＧＭＡ－Ｍ））を挙げることができる。
【００４０】
　樹脂材料（Ａ４）は、オレフィン系樹脂（Ａ１）に対する小動物防除剤（Ｂ）の親和性
を高める親和性樹脂であり、オレフィン系樹脂（Ａ１）からの小動物防除剤（Ｂ）の徐放
量を調整する機能を有する。この樹脂材料（Ａ４）としては、エチレン・カルボン酸ビニ
ルエステル共重合体又はエチレン・不飽和カルボン酸エステル共重合体を挙げることがで
き、より具体的には、エチレン・酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）、エチレン・メタクリル
酸メチル共重合体（ＥＭＭＡ）、エチレン・アクリル酸メチル共重合体（ＥＭＡ）、エチ
レン・アクリル酸エチル共重合体（ＥＥＡ）を挙げることができる。
【００４１】
　その他、実施形態に係る小動物防除性樹脂組成物には、所定量の無機充填材が添加され
る。無機充填材としては、粒子状無機充填材、繊維状無機充填材、或いは鱗片状無機充填
材を使用することができる。
【００４２】
　粒子状無機充填材としては、チタン酸カリウム粒子、チタニア粒子、単斜晶系チタニア
粒子、シリカ粒子、リン酸カルシウム等を例示でき、これらを単独で又は混合して用いる
ことができる。該粒子状無機充填材の中では、チタン酸カリウム粒子が特に好ましい。
【００４３】
　繊維状無機充填材としては、例えば、平均繊維径０．０５～１０μｍ、平均繊維長３～
１５０μｍ、好ましくは、平均繊維径０．１～７μｍ、平均繊維長５～５０μｍの形状を
有する繊維状無機充填材を好適に使用することができ、該繊維状無機充填材としては、例
えば、４チタン酸カリウム繊維、６チタン酸カリウム繊維、８チタン酸カリウム繊維、チ
タニア繊維、単斜晶系チタニア繊維、シリカ繊維、ワラストナイト、ゾノトライト等を例
示でき、これらを単独で又は混合して用いることができる。これらの繊維状無機充填剤の
中では、８チタン酸カリウム繊維が特に好ましい。
【００４４】
　鱗片状無機充填材としては、チタン酸カリウム、チタン酸カリウムリチウム、チタン酸
カリウムマグネシウム、タルク、合成マイカ、天然マイカ、セリサイト、板状アルミナ、
窒化ホウ素等を例示でき、これらを単独で又は混合して用いることができる。該鱗片状無
機充填材の中では、チタン酸カリウムが特に好ましい。これらの無機充填材を配合すると
、徐放性を長期間に亘って持続させることができる。また、無機充填材の配合は機械的物
性の向上にも寄与しうるものとなる。
【００４５】
　なお、無機充填材はそのままでも使用し得るが、樹脂との界面接着性を向上させ機械的
物性を一層向上させるために、アミノシラン、エポキシシラン、アクリルシラン等のシラ
ンカップリング剤又はチタネートカップリング剤等の表面処理剤で表面処理して用いても
よい。
【００４６】
　なお、実施形態に係る小動物防除性樹脂組成物においては、小動物防除性樹脂組成物の
総量に対する小動物防除剤（Ｂ）の含有率を、１重量％以上１０重量％以下とすることが
望ましい。含有率が１重量％未満であると、小動物の忌避効果が低くなり、かつその効果
の継続性も低くなるからである。一方、含有率が１０重量％を超えると、小動物防除性樹
脂組成物の製造コストが高価になり、マトリクス樹脂として安価なオレフィン系樹脂を用
いたことの効果が減殺されるからである。
【００４７】
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　本発明の小動物防除性樹脂組成物は、例えば各成分を配合し、溶融混錬することにより
製造できる。各成分の配合は、予めタンブラー、ブレンダー、ミキサー等を用いて乾式混
合することにより行うことができ、また、各成分を混錬機の同一又は異なったホッパーか
ら供給することにより行うこともできる。得られた小動物防除性樹脂組成物は、直接所望
の形状に成形して、製品である小動物防除性樹脂成形体とすることもできるし、一旦、押
出後、ペレタイザーによりペレット化する等して、保管及び流通させてもよい。ペレット
化等したものは、公知の方法により成形することができる。
【００４８】
　小動物防除性樹脂組成物の成形に際しては、例えば射出成形、押出成形、プレス成形、
ブロー成形、マシニング成形等の公知に属する適宜の成形法を適用することができる。製
品である小動物防除性樹脂成形体の形状に関しては特に制限があるものではなく、平板状
、棒状、円筒状、櫛形、球状等、あらゆる形状とすることができる。また、小動物防除性
樹脂組成物を単体で成形するほか、金属等と組み合わせた二色乃至多色の成形を行うこと
もできる。
【００４９】
　以下、本発明の実施例と比較例を挙げて、本発明に係る小動物防除性樹脂組成物の効果
を明らかにする。
【００５０】
　図１に実施例１～１９に係る小動物防除性樹脂組成物の組成を示し、図２に比較例１～
７に係る小動物防除性樹脂組成物の組成を示す。なお、これらの図においては記載が省略
されているが、実施例１～１９及び比較例１～７に係る各小動物防除性樹脂組成物の残部
は無機充填物であり、図示した成分と合わせて総量が１００重量部になるように調整され
ている。使用材料の具体的なメーカー名及び商品名は、図３に示す通りである。
【００５１】
　図４に実施例１～１９に係る小動物防除性樹脂組成物の物性を示し、図５に比較例１～
７に係る小動物防除性樹脂組成物の物性を示す。小動物防除性樹脂組成物の物性は、試料
中の小動物防除剤（Ｂ）の含有量、試料からの２４時間毎の小動物防除剤（Ｂ）の徐放量
、成形から２４時間後の試料表面に存在する小動物防除剤（Ｂ）の量、殺虫即効性及び害
虫忌避率について評価した。
【００５２】
　試料中の小動物防除剤（Ｂ）の含有量は、液体クロマトグラフィで測定し、添加量の８
０％以上の含有量を適正値とした。
【００５３】
　試料からの２４時間毎の小動物防除剤（Ｂ）の徐放量は、液体クロマトグラフィで測定
し、５μｇ／ｃｍ２・２４時間以上を適正値とした。
【００５４】
　成形から２４時間後の試料表面に存在する小動物防除剤（Ｂ）及び徐放助剤を含む液体
成分の総量は、エタノールで試料の表面を洗い流して、その前後の重量差で測定し、１０
０μｇ／ｃｍ２以下を適正値とした。
【００５５】
　殺虫速効性は、チャバネゴキブリ１０匹を用い、継続接触法にて試験して、１０分以内
を適正値とした。
【００５６】
　害虫忌避率の評価は、シェルター試験により行った。具体的には、上部が開放された有
底のアクリル容器（縦３００ｍｍ、横２３０ｍｍ、高さ２５０ｍｍ）内に、餌及び水と、
害虫が隠れることのできる２つのシェルター（縦６０ｍｍ、横６０ｍｍ、高さ１０ｍｍ）
Ａ，Ｂを置いた。シェルターＡは、内部に小動物防除性樹脂組成物からなる前記試料を設
置したものとし、シェルターＢは、内部に前記試料を設置しないものとした。前記アクリ
ル容器内にチャバネゴキブリ１０匹を投入して放置し、１０時間後に、前記アクリル容器
からシェルターＡ，Ｂを取り出して、それぞれのシェルター内にいるチャバネゴキブリの
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数を数え、忌避率[％]＝｛（シェルターＢの虫の数－シェルターＡの虫の数）／シェルタ
ーＢの虫の数｝×１００の式により、忌避率を算出した。害虫忌避率の評価は、９０％以
上を適正値とした。
【００５７】
　図４から明らかなように、実施例１～１９に係る小動物防除性樹脂組成物は、いずれも
試料中に小動物防除剤（Ｂ）を０．９重量％以上含有しており、試料からの小動物防除剤
（Ｂ）の徐放量は５μｇ／ｃｍ２・２４時間を超えており、成形から２４時間後の試料表
面に存在する小動物防除剤（Ｂ）の量は１００μｇ／ｃｍ２以下であり、殺虫速効性は１
０分以内であり、害虫忌避率は９０％以上であった。
【００５８】
　一方、図５から明らかなように、比較例１，２，４，６，７に係る小動物防除性樹脂組
成物は、いずれも試料からの小動物防除剤（Ｂ）の徐放量が５μｇ／ｃｍ２・２４時間に
達さず、成形から２４時間後の試料表面に存在する小動物防除剤（Ｂ）の量は１００μｇ
／ｃｍ２を超えている。また、比較例３，５に係る小動物防除性樹脂組成物については、
そもそも所定の形状を保持することができず、製品として不適であった。
【００５９】
　これらのことから、実施例１～１９に係る小動物防除性樹脂組成物は、オレフィン系樹
脂（Ａ１）に対する小動物防除剤（Ｂ）の相溶性及び徐放性を高めることができ、高性能
かつ低コストの小動物防除性樹脂組成物とすることができる。
【産業上の利用可能性】
【００６０】
　本発明は、各種の農業害虫、衛生害虫その他の昆虫類、蜘蛛類、ダニ類、鼠等の小動物
を防除する小動物防除性樹脂成形体に利用できる。 

【図１】 【図２】
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